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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

 
2021年度
第３四半期

連結累計期間

2022年度
第３四半期
連結累計期間

2021年度

 

　(自　2021年
　　 ４月１日
　 至　2021年
　　 12月31日)

　(自　2022年
　　 ４月１日
　 至　2022年
　　 12月31日)

　(自　2021年
　　 ４月１日
　 至　2022年
　　 ３月31日)

経常収益 百万円 72,437 89,930 108,348

　うち信託報酬 百万円 245 277 328

経常利益 百万円 13,442 20,325 24,943

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 8,606 13,596 ──

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 ── ── 18,183

四半期包括利益 百万円 14,011 △5,283 ──

包括利益 百万円 ── ── 10,603

純資産額 百万円 322,411 310,713 319,312

総資産額 百万円 6,538,423 6,588,585 6,443,807

１株当たり四半期純利益 円 279.26 446.51 ──

１株当たり当期純利益 円 ── ── 591.20

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 140.36 250.71 ──

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 ── ── 296.72

自己資本比率 ％ 4.93 4.71 4.95

信託財産額 百万円 62,921 100,543 82,263

 

 

 
2021年度
第３四半期

連結会計期間

2022年度
第３四半期
連結会計期間

 

(自　2021年
10月１日

至　2021年
12月31日)

(自　2022年
10月１日

至　2022年
12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 126.69 165.06

（注）１．当社は、「株式交付信託」を導入しており、当該信託が保有する当社株式を（四半期）連結財務諸表におい

て自己株式として計上しております。これに伴い、当該信託が保有する当社株式は、１株当たり（四半期）当

期純利益及び潜在株式調整後１株当たり（四半期）当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。

２．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－(四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。なお、本「自己資本比率」は、自己資

本比率告示（2006年金融庁告示第20号）に定める自己資本比率ではありません。

３．信託財産額は「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載して

おります。なお、連結子会社のうち、該当する信託業務を営む会社は株式会社きらぼし銀行１社であります。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。

なお、2022年７月１日付で、広告企画制作業を主な事業とする株式会社ビー・ブレーブの全株式を取得し、当社の

連結子会社といたしました。

また、当社の連結子会社である株式会社きらぼし銀行は、2022年10月３日付で、債権管理回収業務を主な事業とす

るエイチ・エス債権回収株式会社の全株式を取得し、同社の連結子会社といたしました。

 

事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」の内容について、重要な変更はありません。

また、当第３四半期連結累計期間において、重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

この「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」は、当社グループの経営成績等

（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況）に重要な影響を与えた事象や要因を経営者の視点から分析・

検討したものです。

なお、以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものでありま

す。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

・経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

（財政状態及び経営成績の状況）

当第３四半期連結累計期間（2022年４月１日～2022年12月31日）のわが国経済は、ロシアによるウクライナ侵

攻の長期化や日米金利差等を背景とした円安、資源・原材料価格の高騰等の影響を受けたものの、新型コロナウ

イルス感染症予防と経済活動の正常化の両立により、物価上昇が徐々に進むなかで内需の増加が続く等緩やかな

回復基調を辿りました。

個人消費については、行楽シーズンに行動制限が課されず人流が増加するとともに、全国旅行支援の政策効果

もあり、宿泊や飲食の需要が着実に持ち直しました。生産活動においては、上海のロックダウンによる供給制約

等一部業種に弱さが見られたものの設備投資が緩やかに持ち直したほか、入国制限の緩和等によるインバウンド

需要の増加を受け非製造業の景況感は改善が見られました。

今後の先行きについては、地政学的リスクや、米国及び欧州を中心とした景気後退、中国経済の成長鈍化等世

界経済に対する不透明感が高まる中、金融政策の変更及び物価の高騰等消費者マインドや企業活動への影響に注

視する必要はあるものの、景気の回復基調は維持されるものと期待されています。

 

このような環境のもと、当第３四半期連結累計期間の経営成績等は、経常収益が前年同四半期連結累計期間比

174億円増加し899億円となりました。一方、経常費用は、前年同四半期連結累計期間比106億円増加し696億円と

なり、その結果、経常利益は前年同四半期連結累計期間比68億円増加し203億円となりました。また、親会社株

主に帰属する四半期純利益は前年同四半期連結累計期間比49億円増加し135億円となりました。

当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末比1,447億円増加し６兆5,885億円となり、純

資産は前連結会計年度末比85億円減少し3,107億円となりました。

主要な勘定残高につきましては、預金は前連結会計年度末比1,847億円増加し５兆3,423億円、貸出金は前連結

会計年度末比3,131億円増加し４兆6,592億円、有価証券は前連結会計年度末比1,132億円減少し8,994億円となり

ました。

 

当第３四半期連結累計期間のセグメントごとの経営成績は、以下のとおりとなりました。

〔銀行業〕

経常収益は前年同四半期連結累計期間比233億円増加の849億円、セグメント利益（経常利益）は前年同四

半期連結累計期間比157億円増加の287億円となりました。

〔リース業〕

経常収益は前年同四半期連結累計期間比１億円増加の98億円、セグメント利益（経常利益）は前年同四半

期連結累計期間比３億円減少の３億円となりました。

〔その他〕

報告セグメントに含まれない「その他」の経常収益は前年同四半期連結累計期間比33億円増加の110億

円、セグメント利益（経常利益）は前年同四半期連結累計期間比６億円増加の31億円となりました。
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（資本の財源及び資金の流動性）

前事業年度の有価証券報告書に記載した「資本の財源及び資金の流動性」の内容について、重要な変更はあり

ません。

 

・経営方針等に照らした、経営者による経営成績等の分析・検討内容

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、連結業績の大宗を占めるきらぼし銀行の利益が増加したことにより、

経常利益が203億円（前年同期比＋68億円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は135億円（同比＋49億円）とな

りました。

なお、きらぼし銀行の経営成績における主な増減要因（前年同期比）は、以下のとおりです。

①貸出金利息※1 　　　：メイン化取引の推進や事業性ファイナンスへの取組み等により貸出金残高が増加、利

回りも上昇し、前年同期比＋52億円。

②有価証券利息配当金：持分法適用関連会社からの配当金（64億円）の受取等により同比＋43億円。

（前年同期に計上した連結子会社からの臨時配当（30億円）とともに関連会社からの配

当金を特殊要因として控除した場合、同比＋９億円。）

③非金利収益※2　　　：外国債券売却に合わせ、アセットスワップの解消に伴うデリバティブ利益等を計上（26

億円）する一方、内国為替受入手数料の減少等（△５億円）により、同比＋18億円。

④経費　　　　　　　：人件費の削減等により同比△８億円。

⑤与信関係費用　　　：継続的な与信管理体制の強化に加え、ロシア・ウクライナ情勢を勘案して計上していた

貸倒引当金（６億円）を、費用発生状況等を踏まえて取崩したこと等により、同比△35

億円。

⑥国債等債券損益　　：外国債券の売却損（64億円）等を計上したことにより同比△36億円。

⑦株式等関係損益　　：純投資株式の売却益の増加等により同比＋35億円。

⑧特別損益　　　　　：退職給付信託資産の一部を銀行に返還したことに伴う利益（15億円）を計上し、同比＋

15億円。（当該返還に伴い、法人税等調整額が13億円増加。）

※1 貸出金利息には実質無利子・無担保融資等自治体から事後的に補給される利子補給金が含まれております。

※2 非金利収益は、コア業務粗利益を構成する計数のうち、資金利益を除いたものです。

　 （非金利収益＝信託報酬＋役務取引等利益＋その他業務利益（国債等債券損益を除く））

 

≪中期経営計画のＫＧＩ（財務目標）≫

 
2022年12月期

の実績

2022年度

の目標計数

最終年度

(2023年度)

の目標計数

当社

＜連結＞

ＲＯＥ 5.7% 5.0% 5.9%

親会社株主に帰属する当期純利益 135億円 160億円 200億円

子会社連結利益貢献額 △12億円 ４億円 23億円

自己資本比率 8.1% 8.3% 8.3%

きらぼし銀行

＜単体＞

コアＯＨＲ 55.4% 59.8% 57.3%

顧客向けサービス業務利益 149億円 205億円 234億円
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①　国内・海外別収支

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、前年同四半期連結累計期間比56億41百万円増加の504億73百万

円となりました。

信託報酬は、前年同四半期連結累計期間比31百万円増加の２億77百万円となりました。

役務取引等収支は、前年同四半期連結累計期間比３億46百万円増加の114億７百万円となりました。

その他業務収支は、前年同四半期連結累計期間比35億34百万円減少の△22億46百万円となりました。

 

種類 期別
国内 海外

相殺消去額
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 49,924 1 5,093 44,831

当第３四半期連結累計期間 60,201 1 9,729 50,473

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 50,932 1 5,216 45,717

当第３四半期連結累計期間 63,403 1 10,819 52,584

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 1,008 － 122 885

当第３四半期連結累計期間 3,202 － 1,090 2,111

信託報酬
前第３四半期連結累計期間 245 － － 245

当第３四半期連結累計期間 277 － － 277

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 11,977 66 983 11,060

当第３四半期連結累計期間 12,319 122 1,033 11,407

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 14,978 66 1,514 13,530

当第３四半期連結累計期間 15,530 122 1,540 14,112

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 3,000 － 531 2,469

当第３四半期連結累計期間 3,210 － 506 2,704

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 3,148 △1 1,859 1,287

当第３四半期連結累計期間 16 △1 2,261 △2,246

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 3,679 △1 2,044 1,633

当第３四半期連結累計期間 9,902 △1 2,452 7,448

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 530 － 184 345

当第３四半期連結累計期間 9,886 － 190 9,695

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．相殺消去額は、親子会社間の内部取引の相殺消去額等を記載しております。
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②　国内・海外別役務取引の状況

役務取引等収益は、前年同四半期連結累計期間比５億82百万円増加の141億12百万円となりました。

また、役務取引等費用は、前年同四半期連結累計期間比２億35百万円増加の27億４百万円となりました。

 

種類 期別
国内 海外

相殺消去額
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 14,978 66 1,514 13,530

当第３四半期連結累計期間 15,530 122 1,540 14,112

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 535 － － 535

当第３四半期連結累計期間 567 － － 567

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 2,490 － 0 2,489

当第３四半期連結累計期間 1,992 － 1 1,991

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 1,535 － 73 1,461

当第３四半期連結累計期間 1,620 － 52 1,568

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 1,815 － － 1,815

当第３四半期連結累計期間 2,045 － － 2,045

うち保護預り

　　・貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 216 － － 216

当第３四半期連結累計期間 203 － － 203

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 1,249 － 500 748

当第３四半期連結累計期間 1,144 － 486 658

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 3,000 － 531 2,469

当第３四半期連結累計期間 3,210 － 506 2,704

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 506 － － 506

当第３四半期連結累計期間 348 － － 348

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．相殺消去額は、親子会社間の内部取引の相殺消去額等を記載しております。
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③　国内・海外別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内 海外

相殺消去額
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 5,162,300 － 18,723 5,143,576

当第３四半期連結会計期間 5,389,157 － 46,837 5,342,319

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 3,424,069 － 11,954 3,412,115

当第３四半期連結会計期間 3,585,656 － 39,800 3,545,855

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,621,135 － 6,769 1,614,365

当第３四半期連結会計期間 1,741,374 － 7,037 1,734,337

うちその他
前第３四半期連結会計期間 117,095 － － 117,095

当第３四半期連結会計期間 62,126 － － 62,126

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 12,330 － 2,830 9,500

当第３四半期連結会計期間 9,500 － － 9,500

総合計
前第３四半期連結会計期間 5,174,630 － 21,553 5,153,076

当第３四半期連結会計期間 5,398,657 － 46,837 5,351,819

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．預金の区分は、次のとおりであります。

ａ．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

ｂ．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．相殺消去額は、親子会社間の内部取引の相殺消去額等を記載しております。
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④　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 4,261,046 100.00 4,659,248 100.00

製造業 346,483 8.13 377,486 8.10

農業、林業 1,084 0.02 1,171 0.02

漁業 138 0.00 254 0.00

鉱業、採石業、砂利採取業 1,883 0.04 1,874 0.04

建設業 233,861 5.48 236,772 5.08

電気・ガス・熱供給・水道業 23,349 0.54 21,981 0.47

情報通信業 119,573 2.80 125,179 2.68

運輸業、郵便業 84,995 1.99 78,378 1.68

卸売業、小売業 518,370 12.16 571,532 12.26

金融業、保険業 245,182 5.75 361,848 7.76

不動産業 1,188,509 27.89 1,352,142 29.02

不動産取引業　　　（注）２ 438,816 10.29 530,822 11.39

不動産賃貸業等　　（注）２ 749,693 17.59 821,320 17.62

物品賃貸業 84,265 1.97 90,603 1.94

学術研究、専門・技術サービス業 82,095 1.92 86,720 1.86

宿泊業 16,418 0.38 16,676 0.35

飲食業 57,097 1.33 53,921 1.15

生活関連サービス業、娯楽業 65,713 1.54 76,331 1.63

教育、学習支援業 35,504 0.83 42,765 0.91

医療・福祉 183,421 4.30 195,799 4.20

その他サービス 131,615 3.08 124,568 2.67

地方公共団体 100,388 2.35 91,794 1.97

その他 741,090 17.39 751,442 16.12

海外及び特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府系 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

 合計 4,261,046 ── 4,659,248 ──

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．不動産取引業とは不動産取引の免許を有する業者による不動産業であり、不動産賃貸業等とは主にアパート

経営等を営む個人経営者による賃貸業等であります。
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「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結子会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、株式会社き

らぼし銀行１社であります。

 

　①信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表）

 

資産

科目

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

貸出金 2,733 3.32 2,698 2.68

金銭債権 25,198 30.63 15,495 15.41

有形固定資産 52,428 63.73 80,120 79.68

その他債権 0 0.00 0 0.00

現金預け金 1,902 2.31 2,228 2.21

合計 82,263 100.00 100,543 100.00

 

負債

科目

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

特定金銭信託 2,851 3.46 2,819 2.80

金銭債権の信託 25,453 30.94 15,495 15.41

包括信託 53,958 65.59 82,228 81.78

合計 82,263 100.00 100,543 100.00

（注）共同信託他社管理財産については、前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間の取扱残高はありません。
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　②貸出金残高の状況（業種別貸出状況）

 

業種別

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

製造業 － － － －

農業、林業 － － － －

漁業 － － － －

鉱業、採石業、砂利採取業 － － － －

建設業 － － － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

情報通信業 － － － －

運輸業、郵便業 － － － －

卸売業、小売業 － － － －

金融業、保険業 － － － －

不動産業 270 9.87 240 8.89

不動産取引業　　　（注） － － － －

不動産賃貸業等　　（注） 270 9.87 240 8.89

物品賃貸業 － － － －

学術研究、専門・技術サービス業 － － － －

宿泊業 － － － －

飲食業 － － － －

生活関連サービス業、娯楽業 － － － －

教育、学習支援業 － － － －

医療・福祉 － － － －

その他サービス 2,463 90.12 2,458 91.10

地方公共団体 － － － －

その他 － － － －

 合計 2,733 ── 2,698 ──

（注） 不動産取引業とは不動産取引の免許を有する業者による不動産業であり、不動産賃貸業等とは主にアパート経

営等を営む個人経営者による賃貸業等であります。

 

　③元本補てん契約のある信託の運用／受入状況

該当事項はありません。
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（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更

はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症及びロシアによるウクライナ侵略に伴う会計上の見積りに用いた仮定につき

ましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（追加情報）」に記載しております。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

について新たに認識すべき事象はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

第１回第一種優先株式 5,000,000

第２回第一種優先株式 5,000,000

第二種優先株式 2,000,000

計 112,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2023年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,650,115 30,650,115
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

第１回第一種優先株式

（行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等

に該当します）

750,000 750,000 －

単元株式数

100株

(注）１、２、３

第二種優先株式

（行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等

に該当します）

2,000,000 2,000,000 －

単元株式数

100株

(注）１、２、４

計 33,400,115 33,400,115 ── ──

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

(1）第１回第一種優先株式及び第二種優先株式は、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されておりま

す。取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当社の市場株価を基準として

修正されることがあり、当社の市場株価の下落により、当該取得請求権の対価として交付される当社普通株

式の数は増加する場合があります。

(2）取得価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準

・第１回第一種優先株式

2023年６月１日から2031年３月31日までの毎年４月１日及び10月１日に先立つ５連続取引日の株式会

社東京証券取引所における当社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのな

い日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。また、下記（注）３．５.(8)に定める取得価額の調

整事由が生じた場合は、当該平均値は下記（注）３．５.(8)に準じて調整される。）とします。

・第二種優先株式

2021年４月１日から2031年３月31日までの毎年４月１日及び10月１日に先立つ５連続取引日の株式会

社東京証券取引所における当社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのな

い日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。また、下記（注）４．５.(8)に定める取得価額の調

整事由が生じた場合は、当該平均値は下記（注）４．５.(8)に準じて調整される。）とします。

② 修正の頻度

・第１回第一種優先株式

2023年６月１日から2031年３月31日までの毎年４月１日および10月１日

・第二種優先株式

2021年４月１日から2031年３月31日までの毎年４月１日および10月１日
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(3）取得価額の下限

・第１回第一種優先株式

1,637円（ただし、（注）３．５.(8)による調整を受ける。）

・第二種優先株式

1,370円（ただし、（注）４．５.(8)による調整を受ける。）

(4）取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

・第１回第一種優先株式

9,163,103株（2023年２月９日現在における第１回第一種優先株式の発行済株式総数750,000株に基づ

き算定。同日の普通株式の発行済株式総数の29.89％）

・第二種優先株式

29,197,080株（2023年２月９日現在における第二種優先株式の発行済株式総数2,000,000株に基づき算

定。同日の普通株式の発行済株式総数の95.25％）

(5）第１回第一種優先株式について、当社は、2026年６月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したとき

は、法令上可能な範囲で、第１回第一種優先株式の全部または一部を取得することができる旨の条項を定め

ております。

(6）第二種優先株式について、当社は、2024年４月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したときは、法

令上可能な範囲で、第二種優先株式の全部または一部を取得することができる旨の条項を定めております。

（注）２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

(1）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

・第１回第一種優先株式

該当事項はありません。

・第二種優先株式

該当事項はありません。

(2）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

・第１回第一種優先株式

当社と三井住友信託銀行株式会社（以下「三井住友信託銀行」といいます。）が2016年６月３日付け

で締結した業務・資本提携契約により、三井住友信託銀行による第１回第一種優先株式の譲渡が次のと

おり制限されております。すなわち、三井住友信託銀行が第１回第一種優先株式を第三者へ譲渡しよう

とするときは、当社に対して譲渡の承諾を求めなければならず、これに対して、①当社が承諾を行った

場合、又は、②当社が承諾を拒絶し、かつ、当社若しくは当社が指定する者による当該第１回第一種優

先株式の取得が行われなかった場合に限り、三井住友信託銀行は当該第三者に対して当該第１回第一種

優先株式を譲渡することができます。また、三井住友信託銀行は当社に対して第１回第一種優先株式の

買取りを申し入れることができ、当社がかかる申入れを拒み、かつ、当社が指定する者による当該第１

回第一種優先株式の買取りが行われなかった場合には、それ以降、三井住友信託銀行は当該第１回第一

種優先株式を自由に譲渡することができます。

・第二種優先株式

第二種優先株式を譲渡により取得することについては当社の取締役会の承認を要する旨の定めがあり

ます。

（注）３．第１回第一種優先株式の内容は、以下のとおりです。

１．第１回第一種優先配当金

(1）第１回第一種優先配当金

当会社は、定款第44条第１項に定める日を基準日とする剰余金の期末配当を行うときは、当該期末配当

に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録された第１回第一種優先株式を有する株主（以下「第１

回第一種優先株主」という。）または第１回第一種優先株式の登録株式質権者（以下「第１回第一種優先

登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普通株

式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第１回第一種優先株式１株につ

き、20,000円（ただし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合または

これに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、以下に定める配当年率を乗じて算出した

金銭（ただし、払込期日の属する事業年度に係る配当については、当該金銭に、払込期日（同日を含

む。）から当該事業年度の末日（同日を含む。）までの日数を365で除して算出される数を乗じて算出さ

れる額の金銭（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。））による剰余金の配

当（以下「第１回第一種優先配当金」という。）を支払う。

配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）＋1.1％（ゼロを下回る場合には、ゼロとする。）
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ただし、上記の配当年率が５％を超える場合には、配当年率は５％とする。なお、配当年率は、％未満

小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。また、当該事業年度において下記２．に定める

第１回第一種優先中間配当金を支払ったときは、第１回第一種優先配当金はその額を控除した額とする。

上記の算式において「日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）」とは、払込期日が属する事業年度については

2016年４月１日、それ以降に開始する事業年度については毎年の４月１日（ただし、当該日が銀行休業日

の場合はその直前の銀行営業日）（以下「第１回第一種優先配当年率決定日」という。）の午前11時にお

ける日本円12ヶ月物トーキョー・インターバンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国

銀行協会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを指すものとする。日本円Ｔ

ＩＢＯＲ（12ヶ月物）が公表されていない場合は、第１回第一種優先配当年率決定日（ただし、当該日が

ロンドンにおける銀行休業日の場合はその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロンドン時間

午前11時現在のReuters3750ページに表示されるユーロ円12ヶ月物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ12ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって

公表される数値を、日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）に代えて用いるものとする。

(2）非累積条項

ある事業年度において第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対して支払う剰

余金の配当の額が第１回第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し

ない。

(3）非参加条項

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対しては、第１回第一種優先配当金の

額を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条

第８号ロもしくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当または当会社が行う新設分割手続の中

で行われる同法第763条第12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当について

はこの限りではない。

(4）優先順位

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対する第１回第一種優先配当金の支払

いと第２回第一種優先株式及び第二種優先株式の株主または登録株式質権者に対する優先配当金の支払い

の支払順位は、同順位とする。

２．第１回第一種優先中間配当金

当会社は、定款第44条第２項に定める日を基準日とする中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準

日の最終の株主名簿に記載または記録された第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者

に対し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第１回第一種優先株式１株につき、各事業年度にお

ける第１回第一種優先配当金の額の２分の１の額を上限とする金銭による剰余金の配当（以下「第１回第一

種優先中間配当金」という。）を行う。なお、第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権

者に対する第１回第一種優先中間配当金の支払いと第２回第一種優先株式及び第二種優先株式の株主または

登録株式質権者に対する優先中間配当金の支払いの支払順位は、同順位とする。

３．残余財産の分配

(1）残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者

に対し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第１回第一種優先株式１株につき20,000円（ただ

し、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由が

あった場合には、適切に調整される。）の金銭を支払う。

(2）非参加条項

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対しては、上記(1）のほか、残余財産

の分配は行わない。

(3）優先順位

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対する残余財産の分配と第２回第一種

優先株式及び第二種優先株式の株主または登録株式質権者に対する残余財産の分配の支払順位は、同順位

とする。
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４．議決権

第１回第一種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、全ての事項につき株主総会において議決

権を行使することができない。ただし、第１回第一種優先株主は、(ⅰ)各事業年度終了後、当該事業年度に

係る定時株主総会の招集のための取締役会決議までに開催される全ての取締役会において、第１回第一種優

先配当金の額全部（第１回第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を行う旨

の決議がなされず、かつ、(a)当該事業年度に係る定時株主総会に第１回第一種優先配当金の額全部（第１

回第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を行う旨の議案が提出されないと

きは、その定時株主総会より、または、(b)第１回第一種優先配当金の額全部（第１回第一種優先中間配当

金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を行う旨の議案がその定時株主総会において否決された

ときは、その定時株主総会終結の時より、(ⅱ)第１回第一種優先配当金の額全部（第１回第一種優先中間配

当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を行う旨の取締役会決議または株主総会決議がなされ

るまでの間は、全ての事項について株主総会において議決権を行使することができる。

５．普通株式を対価とする取得請求権

(1）取得請求権

第１回第一種優先株主は、下記(2）に定める取得を請求することができる期間（以下「取得請求期間」

という。）中、当会社に対して、自己の有する第１回第一種優先株式を取得することを請求することがで

きる。かかる取得の請求があった場合、当会社は、第１回第一種優先株主がかかる取得の請求をした第１

回第一種優先株式を取得するのと引換えに、下記(3）に定める財産を当該第１回第一種優先株主に対して

交付する。ただし、下記(3）に定める財産としての普通株式数が行使可能株式数（以下に定義する。）を

超える場合には、引き換えに交付される普通株式数が行使可能株式数を超えない範囲内で最大数の第１回

第一種優先株式について取得請求の効力が生じるものとし、その余の第１回第一種優先株式については取

得請求がなされなかったものとみなす。「行使可能株式数」とは、(ⅰ)取得請求をした日（以下「取得請

求日」という。）における当会社の発行可能株式総数から、取得請求日における当会社の発行済株式総数

（当会社の自己株式数を除く。）および取得請求日における新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間

の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者が当該新株予約権の行使により取得することとな

る株式の数を控除した数と、(ⅱ)取得請求日における当会社の普通株式に係る発行可能種類株式総数か

ら、取得請求日における当会社の普通株式に係る発行済株式総数（当会社の自己株式数を除く。）、取得

請求権付株式（当該取得請求権の取得請求期間の初日が到来していないものを除く。）の株主が取得請求

権の行使により取得することとなる普通株式の数、取得条項付株式の株主が取得事由の発生により取得す

ることとなる普通株式の数および新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の初日が到来していないも

のを除く。）の新株予約権者が新株予約権の行使により取得することとなる普通株式の数を控除した数

の、いずれか小さい方をいう。

(2）取得請求期間

取得請求期間は、2023年６月１日から2031年３月31日までとする。

(3）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第１回第一種優先株式の取得と引換えに、第１回第一種優先株主が取得の請求をした第１回

第一種優先株式数に20,000円（ただし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株

式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(4）ないし

(8）に定める取得価額で除した数の普通株式を交付する。なお、第１回第一種優先株式の取得と引換えに

交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱

う。

(4）当初取得価額

当初取得価額は、発行決議日である2016年６月３日（以下「当初取得価額決定日」という。）における

普通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）」という。）である

2,728円とする。

普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）とは、当初取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株

式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰ

のない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。
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(5）取得価額の修正

取得価額は、取得請求期間の毎年４月１日および10月１日（以下「取得価額修正日」という。）におけ

る普通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）」という。）に修正され

る（以下「修正後取得価額」という。）。ただし、普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）が下記

(6）に定める上限取得価額を上回る場合は、修正後取得価額は上限取得価額とし、普通株式１株当たり時

価（取得価額修正日）が下記(7）に定める下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額

とする。

普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）とは、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の株式会社東

京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日

を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の

期間において、下記(8）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は下記(8）に準じて調整

される。

(6）上限取得価額

上限取得価額は、当初取得価額とする。

(7）下限取得価額

下限取得価額は、発行決議日である2016年６月３日（以下「下限取得価額決定日」という。）における

普通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）」という。）の60％

（円位未満切上げ。また、下記(8）による調整を受ける。）である1,637円とする。

普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）とは、下限取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株

式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰ

のない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。

(8）取得価額の調整

イ．第１回第一種優先株式の発行後、下記(ⅰ)ないし(ⅵ)のいずれかに該当する場合には、取得価額（下

限取得価額及び上限取得価額を含む。以下同じ。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により調整する（以下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の

計算については、１円未満を切り捨てる。

 既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

（ⅰ）取得価額調整式に使用する時価（下記ハ．に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもっ

て普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合を含

む。）（ただし、当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(8）において同じ。）その他の証券（以下

「取得請求権付株式等」という。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が取得す

ることができる取得条項付株式もしくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付

株式等」という。）が取得または行使され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下

同じ。）（株式無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、または株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるためもしくは株式無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日

以降、これを適用する。

（ⅱ）株式の分割をする場合

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通株式数（基準日にお

ける当会社の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付されたもの

とみなして取得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ．に定義する。以下本(ⅲ)、下記(ⅳ)お

よび(ⅴ)ならびに下記ハ．(ⅳ)において同じ。）をもって当会社の普通株式の交付を請求できる

取得請求権付株式等を発行または処分する場合（株式無償割当ておよび新株予約権無償割当ての

場合を含む。）

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（株式

無償割当てまたは新株予約権無償割当ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権

付株式等の割当てを受ける権利を与えるためもしくは株式無償割当てもしくは新株予約権無償割

当てのための基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初の条件で取得

または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、その

払込期日（新株予約権の場合は割当日）（株式無償割当てもしくは新株予約権無償割当ての場合

はその効力発生日）の翌日以降、または当該基準日の翌日以降、これを適用する。
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上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日において価額が確定して

おらず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等

を発行した場合において、決定された価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、

調整後取得価額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定し

た条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して

算出し、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

（ⅳ）当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ．ま

たはロ．と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が行わ

れる日（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得

価額調整式に使用する時価を下回る場合

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得また

は行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正

日の翌日以降これを適用する。

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に応じて、調整後取

得価額を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合に定める割合（以下「調

整係数」という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

(a）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行わ

れていない場合

調整係数は１とする。

(b）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行わ

れている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5）による取得価額の修正

が行われている場合

調整係数は１とする。

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の

調整を行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とし、上限取得価額の

算定においては、調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を行う前の上限取得価

額を当該調整後の上限取得価額で除した割合とする。

(c）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行わ

れている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5）による取得価額の修正

が行われていない場合

調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取

得価額で除した割合とする。

（ⅴ）取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって当

会社の普通株式を交付する場合

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(ⅲ)または(ⅳ)による取得価額の調整が行わ

れている場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄

化後普通株式数（下記ホ．に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるとき

に限り、当該超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出

し、取得の直前の既発行普通株式数を超えないときは、本(ⅴ)による調整は行わない。

（ⅵ）株式の併合をする場合

調整後取得価額は、株式の併合により減少した普通株式数（効力発生日における当会社の自己

株式である普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付普通株式数

とみなして取得価額調整式を適用して算出し、株式の併合の効力発生日以降、これを適用する。

ロ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅵ)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等により、

取得価額の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。

ハ．（ⅰ）取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ５連続取引日の

株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値

（ＶＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、上記５連続

取引日の間に、取得価額の調整事由が生じた場合、調整後取得価額は、本(8）に準じて調整す

る。

（ⅱ）取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日におい

て有効な取得価額とする。
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（ⅲ）取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日の当会社の発

行済株式数（自己株式である普通株式数を除く。）に、基準日がない場合は調整後取得価額を適

用する日の１ヶ月前の日の当会社の発行済普通株式数（自己株式である普通株式数を除く。）

に、当該取得価額の調整の前に上記イ．またはロ．に基づき「交付普通株式数」とみなされた普

通株式であって未だ交付されていない普通株式数（ある取得請求権付株式等について上記イ．

(ⅳ)(b)または(c)に基づく調整が初めて適用される日（当該日を含む。）からは、当該取得請求

権付株式等に係る直近の上記イ．(ⅳ)(b)または(c)に基づく調整に先立って適用された上記イ．

(ⅲ)または(ⅳ)に基づく調整により「交付普通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）

を加えたものとする。

（ⅳ）取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ．(ⅰ)の場合には、当該払

込金額（株式無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込みの場合には適正な評価

額）、上記イ．(ⅱ)および(ⅵ)の場合には０円、上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)の場合には価額（ただ

し、(ⅳ)の場合は修正価額）とする。

ニ．上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)および上記ハ．(ⅳ)において「価額」とは、取得請求権付株式等または取得

条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資され

る財産の価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または

取得条項付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または

行使に際して交付される普通株式数で除した金額をいう。

ホ．上記イ．(ⅴ)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普通

株式数から、上記ハ．(ⅲ)に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式

数で当該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株

式数を加えたものとする。

へ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準

日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合

には、上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会

の終結の日の翌日以降にこれを適用する。

ト．取得価額調整式により算出された上記イ．第２文を適用する前の調整後取得価額と調整前取得価額と

の差額が１円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調

整式による取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式

中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を（ただし、円位未満小数第

２位までを算出し、その小数第２位を切り捨てる。）使用する。

(9）合理的な措置

上記(4）ないし(8）に定める取得価額（下記７.(2）に定める一斉取得価額を含む。以下本(9）におい

て同じ。）は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈されるものと

し、その算定が困難となる場合または算定の結果が不合理となる場合には、当会社の取締役会は、取得価

額の適切な調整その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

(10）取得請求受付場所

株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ　経営企画部

(11）取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記(10）に記載する取得請求受付場所に到着したときに

発生する。

６．金銭を対価とする取得条項

(1）金銭を対価とする取得条項

当会社は、2026年６月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したときは、法令上可能な範囲で、第

１回第一種優先株式の全部または一部を取得することができる。この場合、当会社は、かかる第１回第一

種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2）に定める財産を第１回第一種優先株主に対して交付するも

のとする。なお、第１回第一種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。取得日の決定

後も上記５．に定める取得請求権の行使は妨げられないものとする。

(2）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第１回第一種優先株式の取得と引換えに、第１回第一種優先株式１株につき、20,000円（た

だし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由

があった場合には、適切に調整される。）の金銭を交付する。
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７．普通株式を対価とする取得条項

(1）普通株式を対価とする取得条項

当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない第１回第一種優先株式の全てを取得請

求期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。この場合、当会社は、かかる第

１回第一種優先株式を取得するのと引換えに、各第１回第一種優先株主に対し、その有する第１回第一種

優先株式数に20,000円（ただし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併

合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(2）に定める一斉

取得価額で除した数の普通株式を交付するものとする。第１回第一種優先株式の取得と引換えに交付すべ

き普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

(2）一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（以下「一斉取得価額算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）

の平均値（ＶＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、一斉取得価

額算定期間において、上記５.(8）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は上記５.(8）

に準じて調整される。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が上記５.(6）に定める上限取得価額を

上回る場合は、一斉取得価額は上限取得価額とし、上記５.(7）に定める下限取得価額を下回る場合は、

一斉取得価額は下限取得価額とする。

８．株式の分割または併合および株式無償割当て

(1）分割または併合

当会社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式、第１回第一種優先株式、第２回第一種優先

株式および第二種優先株式の種類ごとに、同時に同一の割合で行う。

(2）株式無償割当て

当会社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式、第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式お

よび第二種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。

９．その他

(1）単元株式数

第１回第一種優先株式の単元株式数は100株です。

(2）議決権の有無及び差異並びに理由

当社は、株主としての権利内容に制限のない株式である普通株式の他に、株主総会における議決権を有

さない第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式及び第二種優先株式を定款に定めています。これ

は、優先株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する代わりに、優先株式には議

決権を付さないこととしたものであります。

(3）種類株主総会の決議

当社は、第１回第一種優先株式について、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要

しない旨を定款で定めておりません。

（注）４．第二種優先株式の内容は、以下のとおりであります。

１．第二種優先配当金

(1）第二種優先配当金

当会社は、定款第44条第１項に定める日を基準日とする剰余金の期末配当を行うときは、当該期末配当

に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録された第二種優先株式を有する株主（以下「第二種優先

株主」という。）または第二種優先株式の登録株式質権者（以下「第二種優先登録株式質権者」とい

う。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普通株式の登録株式質権者

（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第二種優先株式１株につき、20,000円（ただし、第

二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当、株式の併合またはこれに類する事由があった場合に

は、適切に調整される。）に、以下に定める配当年率を乗じて算出した金銭による剰余金の配当（以下

「第二種優先配当金」という。）を支払う。

配当年率＝日本円TIBOR（12ヶ月物）＋0.0％

ただし、上記の配当年率が５％を超える場合には、配当年率は５％とする。また、当該事業年度におい

て第２項に定める第二種優先中間配当金を支払ったときは、第二種優先配当金はその額を控除した額とす

る。

EDINET提出書類

株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ(E30746)

四半期報告書

21/58



上記の算式において「日本円TIBOR（12ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（ただし、当該日が銀行休業

日の場合はその直前の銀行営業日）（以下「第二種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における

日本円12ヶ月物トーキョー・インターバンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会

によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを指すものとする。日本円TIBOR

（12ヶ月物）が公表されていない場合は、第二種優先配当年率決定日（ただし、当該日がロンドンにおけ

る銀行休業日の場合はその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロンドン時間午前11時現在の

Reuters3750ページに表示されるロンドン・インターバンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR12ヶ月

物（360日ベース））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数値を、日本円TIBOR（12ヶ月

物）に代えて用いるものとする。

(2）非累積条項

ある事業年度において第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余

金の配当の額が第二種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3）非参加条項

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対しては、第二種優先配当金の額を超えて剰余金の

配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同

法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当または当会社がする新設分割手続の中で行われる同法第763

条第12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではな

い。

(4）優先順位

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対する第二種優先配当金の支払いと第一種優先株主

または第一種優先登録株式質権者に対する第一種優先配当金の支払いの支払順位は、同順位とする。

２．第二種優先中間配当金

当会社は、定款第44条第２項に定める日を基準日とする中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準

日の最終の株主名簿に記載または記録された第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対し、普通

株主および普通登録株式質権者に先立ち、第二種優先株式１株につき、各事業年度における第二種優先配当

金の額の２分の１の額を上限とする金銭による剰余金の配当（以下「第二種優先中間配当金」という。）を

行う。なお、第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対する第二種優先中間配当金の支払いと第

一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対する第一種優先中間配当金の支払いの支払順位は、同順

位とする。

３．残余財産の分配

(1）残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対し、普通

株主または普通登録株式質権者に先立ち、第二種優先株式１株につき20,000円（ただし、第二種優先株式

につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調

整される。）の金銭を支払う。

(2）非参加条項

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わ

ない。

(3）優先順位

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対する残余財産の分配と第一種優先株主または第一

種優先登録株式質権者に対する残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

４．議決権

第二種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。
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５．普通株式を対価とする取得請求権

(1）取得請求権

第二種優先株主は、下記(2)に定める取得を請求することができる期間（以下「取得請求期間」とい

う。）中、当会社に対して、自己の有する第二種優先株式を取得することを請求することができる。かか

る取得の請求があった場合、当会社は、第二種優先株主がかかる取得の請求をした第二種優先株式を取得

するのと引換えに、下記(3)に定める財産を当該第二種優先株主に対して交付する。ただし、下記(3)に定

める財産としての普通株式数が行使可能株式数（以下に定義する。）を超える場合には、行使可能株式数

について取得請求の効力が生じるものとし、行使可能株式数を超える部分については取得請求がなされな

かったものとみなす。「行使可能株式数」とは、(ⅰ)取得請求をした日（以下「取得請求日」という。）

における当会社の発行可能株式総数から、取得請求日における当会社の発行済株式総数（当会社の自己株

式数を除く。）および取得請求日における新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の初日が到来して

いないものを除く。）の新株予約権者が当該新株予約権の行使により取得することとなる株式の数を控除

した数と、(ⅱ)取得請求日における当会社の普通株式に係る発行可能種類株式総数から、取得請求日にお

ける当会社の普通株式に係る発行済株式総数（当会社の自己株式数を除く。）、取得請求権付株式（当該

取得請求権の取得請求期間の初日が到来していないものを除く。）の株主が取得請求権の行使により取得

することとなる普通株式の数、取得条項付株式の株主が取得事由の発生により取得することとなる普通株

式の数および新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の新株

予約権者が新株予約権の行使により取得することとなる普通株式の数を控除した数の、いずれか小さい方

をいう。

(2）取得請求期間

取得請求期間は、2021年４月１日から2031年３月31日までとする。

(3）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第二種優先株式の取得と引換えに、第二種優先株主が取得の請求をした第二種優先株式数に

20,000円（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類す

る事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(4)ないし(8)に定める取得価額で除し

た数の普通株式を交付する。なお、第二種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満

たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱う。

(4）当初取得価額

当初取得価額は、取得請求期間の初日（以下「当初取得価額決定日」という。）における普通株式１株

当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）」という。）とする。ただし、普通

株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）が下記(7)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得

価額は下限取得価額とする。

普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）とは、当初取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株

式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰ

のない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、当初取得価額決定日に先立つ５

連続取引日の期間において、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合は、当該平均値は下記(8)

に準じて調整される。

(5）取得価額の修正

取得価額は、取得請求期間の毎年４月１日及び10月１日（以下「取得価額修正日」という。）における

普通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）」という。）に修正される

（以下「修正後取得価額」という。）。ただし、普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）が下記(7)

に定める下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。

普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）とは、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の株式会社東

京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日

を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の

期間において、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は下記(8)に準じて調整さ

れる。

(6）上限取得価額

取得価額には上限を設けない。
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(7）下限取得価額

下限取得価額は、2016年４月１日（以下「下限取得価額決定日」という。）における普通株式１株当た

り時価（以下「普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）」という。）の50％（円位未満切上げ。

また、下記(8)による調整を受ける。）である1,370円とする。

普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）とは、下限取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株

式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰ

のない日を除く。）に相当する金額とする。なお、下限取得価額決定日に先立つ５連続取引日の期間にお

いて、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は下記(8)に準じて調整される。

(8）取得価額の調整

イ．第二種優先株式の発行後、下記(ⅰ)ないし(ⅵ)のいずれかに該当する場合には、取得価額（下限取得

価額を含む。以下同じ。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する（以

下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の計算については、１円未満

を切り捨てる。

 
既発行普通株式数＋

交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

（ⅰ）取得価額調整式に使用する時価（下記ハ．に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもっ

て普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合を含

む。）（ただし、当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(8)において同じ。）その他の証券（以下

「取得請求権付株式等」という。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が取得す

ることができる取得条項付株式もしくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付

株式等」という。）が取得または行使され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下

同じ。）（株式無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、または株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるためもしくは無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以

降、これを適用する。

（ⅱ）株式の分割をする場合

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通株式数（基準日にお

ける当会社の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付されたもの

とみなして取得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ．に定義する。以下本(ⅲ)、下記(ⅳ)お

よび(ⅴ)ならびに下記ハ．(ⅳ)において同じ。）をもって当会社の普通株式の交付を請求できる

取得請求権付株式等を発行または処分する場合（株式無償割当ておよび新株予約権無償割当ての

場合を含む。）

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（株式

無償割当てまたは新株予約権無償割当ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権

付株式等の割当てを受ける権利を与えるためもしくは株式無償割当てもしくは新株予約権無償割

当てのための基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初の条件で取得

または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、その

払込期日（新株予約権の場合は割当日）（株式無償割当てもしくは新株予約権無償割当ての場合

はその効力発生日）の翌日以降、または当該基準日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日において価額が確定して

おらず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等

を発行した場合において、決定された価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、

調整後取得価額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定し

た条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して

算出し、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。
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（ⅳ）当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ．ま

たはロ．と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が行わ

れる日（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得

価額調整式に使用する時価を下回る場合

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得また

は行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正

日の翌日以降これを適用する。

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に応じて、調整後取

得価額を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合に定める割合（以下「調

整係数」という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

(a）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行わ

れていない場合

調整係数は１とする。

(b）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行わ

れている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正

が行われている場合

調整係数は１とする。

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の

調整を行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とする。

(c）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行わ

れている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正

が行われていない場合

調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取

得価額で除した割合とする。

（ⅴ）取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって当

会社の普通株式を交付する場合

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(ⅲ)または(ⅳ)による取得価額の調整が行わ

れている場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄

化後普通株式数（下記ホ．に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるとき

に限り、当該超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出

し、取得の直前の既発行普通株式数を超えないときは、本(ⅴ)による調整は行わない。

（ⅵ）株式の併合をする場合

調整後取得価額は、株式の併合により減少した普通株式数（効力発生日における当会社の自己

株式である普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付普通株式数

とみなして取得価額調整式を適用して算出し、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

ロ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅵ)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等により、

取得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する取得価額

（下限取得価額を含む。）に変更される。

ハ．（ⅰ）取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ５連続取引日の

株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値

（ＶＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、上記５連続

取引日の間に、取得価額の調整事由が生じた場合、調整後取得価額は、本(8)に準じて調整す

る。

（ⅱ）取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日におい

て有効な取得価額とする。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記イ．

(ⅰ)ないし(ⅲ)に基づき当該基準日において交付されたものとみなされる普通株式数は含まな

い。）の、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当会社の発行済

普通株式数（自己株式である普通株式数を除く。）に、当該取得価額の調整の前に上記イ．およ

びロ．に基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通株

式数（ある取得請求権付株式等について上記イ．(ⅳ)(b)または(c)に基づく調整が初めて適用さ

れる日（当該日を含む。）からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記イ．(ⅳ)(b)また

は(c)に基づく調整に先立って適用された上記イ．(ⅲ)または(ⅳ)に基づく調整により「交付普

通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたものとする。
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（ⅳ）取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ．(ⅰ)の場合には、当該払

込金額（株式無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込みの場合には適正な評価

額）、上記イ．(ⅱ)および(ⅵ)の場合には０円、上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)の場合には価額（ただ

し、(ⅳ)の場合は修正価額）とする。

ニ．上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)および上記ハ．(ⅳ)において「価額」とは、取得請求権付株式等または取得

条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資され

る財産の価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または

取得条項付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または

行使に際して交付される普通株式数で除した金額をいう。

ホ．上記イ．(ⅴ)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普通

株式数から、上記ハ．(ⅲ)に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式

数で当該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株

式数を加えたものとする。

へ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準

日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合

には、上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会

の終結の日の翌日以降にこれを適用する。

ト．取得価額調整式により算出された上記イ．第２文を適用する前の調整後取得価額と調整前取得価額と

の差額が１円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調

整式による取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式

中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を（ただし、円位未満小数第

２位までを算出し、その小数第２位を切り捨てる。）使用する。

(9）合理的な措置

上記(4)ないし(8)に定める取得価額（第７項(2)に定める一斉取得価額を含む。以下本(9)において同

じ。）は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈されるものとし、そ

の算定が困難となる場合または算定の結果が不合理となる場合には、当会社の取締役会は、取得価額の適

切な調整その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

(10）取得請求受付場所

株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ　経営企画部

(11）取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記(10)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発

生する。

６．金銭を対価とする取得条項

(1）金銭を対価とする取得条項

当会社は、2024年４月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したときは、法令上可能な範囲で、第

二種優先株式の全部または一部を取得することができる。この場合、当会社は、かかる第二種優先株式を

取得するのと引換えに、下記(2)に定める財産を第二種優先株主に対して交付するものとする。なお、第

二種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。取得日の決定後も第５項(1)に定める取

得請求権の行使は妨げられないものとする。

(2）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第二種優先株式の取得と引換えに、第二種優先株式１株につき、20,000円（ただし、第二種

優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、

適切に調整される。）の金銭を交付する。

７．普通株式を対価とする取得条項

(1）普通株式を対価とする取得条項

当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない第二種優先株式の全てを取得請求期間

の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。この場合、当会社は、かかる第二種優

先株式を取得するのと引換えに、各第二種優先株主に対し、その有する第二種優先株式数に20,000円（た

だし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があっ

た場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(2)に定める一斉取得額で除した数の普通株式を交

付するものとする。第二種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数があ

る場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。
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(2）一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（以下「一斉取得価額算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）

の平均値（ＶＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、一斉取得価

額算定期間において、第５項(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は第５項(8)に準

じて調整される。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が第５項(7)に定める下限取得価額を下回る

場合は、一斉取得価額は下限取得価額とする。

８．株式の分割または併合および株式無償割当て

(1）分割または併合

当会社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式、第一種優先株式および第二種優先株式の種

類ごとに、同時に同一の割合で行う。

(2）株式無償割当て

当会社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式、第一種優先株式および第二種優先株式の種類ごと

に、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。

９．譲渡制限

第二種優先株式を譲渡により取得することについては当会社の取締役会の承認を要する。

10．種類株主総会

当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法令または定款に別段の定めがある

場合を除き、第二種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

11．法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社の取締役

会は合理的に必要な措置を講じる。

12．議決権の有無及び差異並びに理由

当社は、株主としての権利内容に制限のない株式である普通株式の他に、株主総会における議決権を有さ

ない第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式及び第二種優先株式を定款に定めています。これは、優

先株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する代わりに、優先株式には議決権を付

さないこととしたものであります。
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（２）【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

①　第１回第一種優先株式

該当事項はありません。

②　第二種優先株式

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 33,400 － 27,500 － 56,219

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないため、直前基準日である2022年９月30日の株主名簿に基づき記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式

第１回第一

種優先株式
750,000

－ －
第二種優先

株式
2,000,000

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 202,000 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式 29,757,300

（注）１

297,573

（注）２
－

単元未満株式 普通株式 690,815 － －

発行済株式総数  33,400,115 － －

総株主の議決権  － 297,573 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式100株、株

式交付信託に係る信託口が保有する当社株式329,100株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数（個）」には、株式会社証券保管振替機構名義の完全議決権

株式に係る議決権が１個、株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に係る議決権が3,291個含まれてお

ります。
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②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社東京きらぼし

フィナンシャルグループ

港区南青山三丁目

10番43号
202,000 － 202,000 0.60

計 ── 202,000 － 202,000 0.60

（注）上記の自己保有株式のほか、株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式329,100株を財務諸表上、自己株式

として処理しております。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

 

(2) 退任役員

　　該当事項はありません。

 

(3) 役職の異動

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規

則」（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自2022年10月１日　至

2022年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

現金預け金 844,418 784,438

コールローン及び買入手形 6,095 12,248

買入金銭債権 70,029 56,640

商品有価証券 777 854

金銭の信託 1,739 2,669

有価証券 ※１,※２ 1,012,755 ※１,※２ 899,456

貸出金 ※１ 4,346,138 ※１ 4,659,248

外国為替 ※１ 6,860 ※１ 5,266

リース債権及びリース投資資産 22,198 23,828

その他資産 ※１ 65,135 ※１ 73,547

有形固定資産 55,636 56,525

無形固定資産 7,918 11,998

退職給付に係る資産 28,952 16,382

繰延税金資産 4,769 14,461

支払承諾見返 ※１ 5,623 ※１ 6,362

貸倒引当金 △35,240 △35,341

資産の部合計 6,443,807 6,588,585

負債の部   

預金 5,157,583 5,342,319

譲渡性預金 9,500 9,500

コールマネー及び売渡手形 117,525 338,636

債券貸借取引受入担保金 302,567 195,289

借用金 463,903 342,630

外国為替 655 484

社債 3,800 4,090

その他負債 60,044 36,485

賞与引当金 1,605 428

役員賞与引当金 114 －

株式報酬引当金 217 207

退職給付に係る負債 56 73

役員退職慰労引当金 7 68

ポイント引当金 51 80

利息返還損失引当金 3 6

睡眠預金払戻損失引当金 370 268

偶発損失引当金 757 836

特別法上の引当金 0 0

繰延税金負債 106 101

支払承諾 5,623 6,362

負債の部合計 6,124,495 6,277,872
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部   

資本金 27,500 27,500

資本剰余金 150,966 150,968

利益剰余金 133,470 143,846

自己株式 △966 △1,190

株主資本合計 310,969 321,124

その他有価証券評価差額金 4,186 △13,433

繰延ヘッジ損益 675 682

土地再評価差額金 △242 △242

為替換算調整勘定 24 23

退職給付に係る調整累計額 3,676 2,477

その他の包括利益累計額合計 8,320 △10,492

新株予約権 13 13

非支配株主持分 8 68

純資産の部合計 319,312 310,713

負債及び純資産の部合計 6,443,807 6,588,585
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

経常収益 72,437 89,930

資金運用収益 45,717 52,584

（うち貸出金利息） 36,783 42,043

（うち有価証券利息配当金） 7,843 9,149

信託報酬 245 277

役務取引等収益 13,530 14,112

その他業務収益 1,633 7,448

その他経常収益 ※１ 11,310 ※１ 15,506

経常費用 58,994 69,604

資金調達費用 885 2,111

（うち預金利息） 644 964

役務取引等費用 2,469 2,704

その他業務費用 345 9,695

営業経費 41,333 42,758

その他経常費用 ※２ 13,959 ※２ 12,335

経常利益 13,442 20,325

特別利益 0 1,520

固定資産処分益 0 －

退職給付信託返還益 － 1,520

特別損失 153 586

固定資産処分損 153 134

減損損失 － 452

税金等調整前四半期純利益 13,289 21,258

法人税等 4,682 7,729

四半期純利益 8,606 13,529

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △67

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,606 13,596
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 8,606 13,529

その他の包括利益 5,404 △18,812

その他有価証券評価差額金 5,676 △17,616

繰延ヘッジ損益 △6 7

為替換算調整勘定 6 △0

退職給付に係る調整額 △274 △1,199

持分法適用会社に対する持分相当額 3 △3

四半期包括利益 14,011 △5,283

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 14,011 △5,216

非支配株主に係る四半期包括利益 － △67
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

連結の範囲の重要な変更

2022年７月１日付で、株式会社ビー・ブレーブの株式を取得し、第２四半期連結会計期間から連結の範囲に含

めております。

2022年10月３日付で、当社の連結子会社である株式会社きらぼし銀行が、エイチ・エス債権回収株式会社の株

式を取得し、当第３四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更)

　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　　　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価

　　算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指

　　針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

　　たって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

税金費用の処理

連結財務諸表作成における税金費用は、当社及び連結子会社の当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じることにより算定しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると

著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症及びロシアによるウクライナ侵略の影響に関する会計上の見積り）

当第３四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び当該見積

りに用いた仮定については、前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した内容か

ら重要な変更はありません。

一方、ロシアによるウクライナ侵略の影響に関する会計上の見積りに関しては、前連結会計年度末において

当該地域に商流を持つ債務者等、企業業績への影響が懸念される一定の債務者グループに対する債権に対し、

追加的な貸倒引当金（632百万円）を計上しましたが、当第３四半期連結累計期間におけるこれらの債務者等

に係る毀損状況や債務者区分への反映状況等を勘案し、当該追加的に計上した貸倒引当金を全額取崩しており

ます。

 

（役員向け株式報酬制度）

当社は、当社取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員（以下「当社役員」といいます。）並びに当

社の一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員並びに一部の従業員（以下「子会社

役員及び一部の従業員」といいます。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

 

(1)　取引の概要

当社グループは、当社役員並びに子会社役員及び一部の従業員を対象に中長期的な業績向上と企業価値増

大への貢献意欲を一層高めることを目的として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本

信託」といいます。）が当社株式を取得し、当社が当社役員並びに子会社役員及び一部の従業員に付与する

ポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて当該当社役員並びに子会社役員及び一部の従業員に

対して交付される株式報酬制度を導入しております。

なお、当社役員並びに子会社役員及び一部の従業員が当社株式の交付を受ける時期は、各ポイント付与日

（原則として毎事業年度）以降、所定の期間内（原則としてポイント付与の日の同事業年度内）に交付した

うえで、退任までの期間において譲渡制限を付しております。

 

(2)　信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

 

(3)　信託が所有する自社の株式に関する事項

信託が所有する当社株式は株主資本に自己株式として計上しております。信託における自己株式の帳簿

価額、当第３四半期連結会計期間末株式数は以下のとおりであります。

①　信託における帳簿価額　　　　　　　　581百万円（前連結会計年度末　375百万円）

②　当第３四半期連結会計期間末株式数　　329千株　（前連結会計年度末　 236千株）
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、

債権は、四半期連結貸借対照表（前連結貸借対照表）の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の

支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引

法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び

に支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその

有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

破産更生債権及び

これらに準ずる債権額
20,199百万円 27,265百万円

危険債権額 105,126百万円 95,817百万円

三月以上延滞債権額 211百万円 0百万円

貸出条件緩和債権額 8,261百万円 7,651百万円

合計額 133,797百万円 130,736百万円
 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

 46,202百万円 36,138百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
　前第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日
　　至　2021年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

償却債権取立益 32百万円 69百万円

株式等売却益 2,018百万円 4,520百万円

リース料収入 5,365百万円 6,054百万円

持分法による投資利益 19百万円 6百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
　前第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日
　　至　2021年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

貸出金償却 0百万円 3百万円

貸倒引当金繰入額 4,297百万円 908百万円

株式等売却損 293百万円 362百万円

株式等償却 224百万円 －百万円

債権売却損 1百万円 －百万円

リース原価 4,497百万円 5,179百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日
　　至 2021年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日

　　至 2022年12月31日）

減価償却費 3,906百万円 4,155百万円

のれんの償却額 －百万円 117百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月12日

取締役会
普通株式 913 30.00 2021年３月31日 2021年６月８日 利益剰余金

2021年５月12日

取締役会

第１回第一

種優先株式
93 125.00 2021年３月31日 2021年６月８日 利益剰余金

2021年５月12日

取締役会

第二種優先

株式
29 14.636 2021年３月31日 2021年６月８日 利益剰余金

2021年11月10日

取締役会
普通株式 913 30.00 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金

2021年11月10日

取締役会

第１回第一

種優先株式
94 126.00 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金

2021年11月10日

取締役会

第二種優先

株式
31 15.636 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金

（注）　2021年５月12日取締役会決議による普通株式の配当金の総額には、株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金２百万円が含まれております。

　2021年11月10日取締役会決議による普通株式の配当金の総額には、株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月12日

取締役会
普通株式 1,370 45.00 2022年３月31日 2022年６月７日 利益剰余金

2022年５月12日

取締役会

第１回第一

種優先株式
94 126.00 2022年３月31日 2022年６月７日 利益剰余金

2022年５月12日

取締役会

第二種優先

株式
31 15.636 2022年３月31日 2022年６月７日 利益剰余金

2022年11月11日

取締役会
普通株式 1,598 52.50 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

2022年11月11日

取締役会

第１回第一

種優先株式
94 126.00 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

2022年11月11日

取締役会

第二種優先

株式
32 16.000 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

（注）　2022年５月12日取締役会決議による普通株式の配当金の総額には、株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金10百万円が含まれております。

　2022年11月11日取締役会決議による普通株式の配当金の総額には、株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金17百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計

 銀行業 リース業 計

経常収益      

外部顧客に対する経常収益 61,362 9,116 70,479 2,596 73,075

セグメント間の内部経常収益 236 642 879 5,058 5,937

 計 61,598 9,759 71,358 7,654 79,013

セグメント利益 13,043 733 13,777 2,477 16,254

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンサルティングサー

ビス、コンピュータ関連サービス、情報提供サービス業及びクレジットカード業等であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（1）報告セグメントの経常収益の合計額と四半期連結損益計算書の経常収益計上額

 （単位：百万円）

経常収益 金額

報告セグメント計 71,358

「その他」の区分の経常収益 7,654

パーチェス法による調整 △638

セグメント間取引消去 △5,937

四半期連結損益計算書の経常収益 72,437

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきまして

は、経常収益と四半期連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

 

（2）報告セグメントの利益の合計額と四半期連結損益計算書の経常利益計上額

 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 13,777

「その他」の区分の利益 2,477

パーチェス法による調整 △629

セグメント間取引消去 △2,182

四半期連結損益計算書の経常利益 13,442
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計

 銀行業 リース業 計

経常収益      

外部顧客に対する経常収益 78,224 9,257 87,482 4,298 91,780

セグメント間の内部経常収益 6,703 613 7,317 6,750 14,067

 計 84,928 9,871 94,799 11,048 105,848

セグメント利益 28,766 359 29,126 3,151 32,277

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンサルティングサー

ビス、コンピュータ関連サービス、情報提供サービス業及びクレジットカード業等であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（1）報告セグメントの経常収益の合計額と四半期連結損益計算書の経常収益計上額

 （単位：百万円）

経常収益 金額

報告セグメント計 94,799

「その他」の区分の経常収益 11,048

パーチェス法による調整 △1,850

セグメント間取引消去 △14,067

四半期連結損益計算書の経常収益 89,930

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきまして

は、経常収益と四半期連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

 

（2）報告セグメントの利益の合計額と四半期連結損益計算書の経常利益計上額

 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 29,126

「その他」の区分の利益 3,151

パーチェス法による調整 △2,135

セグメント間取引消去 △9,816

四半期連結損益計算書の経常利益 20,325
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「その他」において、当社の連結子会社であるきらぼしテック株式会社のソフトウエアについて減損

損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、452百万円であります。

（のれんの金額の重要な変動）

「銀行業」セグメントにおいて、当社の連結子会社である株式会社きらぼし銀行がエイチ・エス債権

回収株式会社を株式取得により連結子会社としたことに伴い、のれんが1,724百万円発生しておりま

す。なお、当該のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していな

いため、暫定的に算定された金額であります。

「その他」において、当社が株式会社ビー・ブレーブを株式取得により連結子会社としたことに伴

い、のれんが1,494百万円発生しております。なお、当該のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間

末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

※１．企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

※２．四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を

含めて記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 502 495 △7

地方債 － － －

社債 － － －

外国証券 11,866 11,190 △675

合計 12,368 11,685 △682

 

当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

 

 
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 501 483 △18

地方債 － － －

社債 － － －

外国証券 12,920 11,410 △1,509

合計 13,422 11,893 △1,528
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２．その他有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
取得原価
(償却原価)
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

株式 22,481 32,778 10,297

債券 568,512 565,656 △2,856

国債 228,219 226,406 △1,813

地方債 63,107 62,705 △402

社債 277,185 276,545 △640

その他 419,312 415,669 △3,643

 合計 1,010,306 1,014,104 3,797

 

当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

 
取得原価
(償却原価)
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

株式 28,915 37,661 8,745

債券 488,635 473,288 △15,346

国債 164,129 154,832 △9,296

地方債 64,184 62,226 △1,958

社債 260,320 256,228 △4,091

その他 391,833 376,545 △15,288

 合計 909,384 887,495 △21,888

（注）　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原

価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表

計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年

度）の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は、株式 286百万円であります。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、ありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおりです。

四半期連結会計期間（前連結会計年度）における時価が取得原価に比べて50％以上下落したものにつ

いては、時価まで減損することとし、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落したものについて

は、発行会社の信用状況や過去の一定期間における時価の推移等を勘案して、回復する見込みがあると

認められる場合を除き、時価まで減損することとしております。
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（デリバティブ取引関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

 

(1）金利関連取引

前連結会計年度（2022年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 36,172 73 73

金利スワップション － － －

金利キャップ 4,604 △0 49

その他 － － －

合　　計 ────── 73 123

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記

記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 26,813 51 51

金利スワップション － － －

金利キャップ 2,763 0 33

その他 － － －

合　　計 ────── 51 84

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記

記載から除いております。
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(2）通貨関連取引

前連結会計年度（2022年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 22,602 △771 △771

為替予約 84,602 △3,109 △3,109

通貨オプション 7,925 △1 24

その他 － － －

合　　計 ────── △3,882 △3,856

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等は、

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 24,293 1,062 1,062

為替予約 55,025 1,188 1,188

通貨オプション 48,734 △7 61

その他 － － －

合　　計 ────── 2,243 2,311

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等は、

該当ありません。
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(3）株式関連取引

前連結会計年度（2022年３月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

株式指数先物 2,715 △68 △68

株式指数オプション － － －

店頭

有価証券店頭オプション － － －

有価証券店頭指数スワップ － － －

その他 － － －

合　　計 ────── △68 △68

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

　該当事項はありません。

 

(4）債券関連取引

該当事項はありません。

 

(5）商品関連取引

該当事項はありません。

 

(6）クレジット・デリバティブ取引

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

（株式取得による子会社化）

当社は、2022年６月22日開催の取締役会において株式会社ビー・ブレーブ（以下「ビー・ブレーブ」とい

います。）の株式の取得及び同社を子会社化することを決議し、2022年６月30日付で銀行業高度化等会社

（※）の関係当局による認可を得たことから、2022年７月１日付でビー・ブレーブの株式を取得し、当社の

子会社といたしました。

※銀行業高度化等会社：銀行法第52条の23第１項14号に規定された銀行持株会社の子会社

 

１　企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ビー・ブレーブ

事業の内容：広告企画制作業

 

（２）企業結合を行った主な理由

当社グループは、「お客さまの新しい価値を創造する東京発プラットフォーマーとなる」ことを中

期経営計画のビジョンに掲げ、当社子会社の株式会社きらぼし銀行（頭取 渡邊 壽信）のお取引先を

はじめ、お客さまのさまざまなニーズをつなげ新たな価値創造や社会的課題解決に貢献していくプ

ラットフォームの構築を目指しております。

こうした中、創業以来、官公庁や幅広い業界の取引先のさまざまな広告・マーケティングの伴走支

援を担ってきたビー・ブレーブを当社の子会社とし、「金融にも強い総合サービス業」の具現化を進

めることで、お客さまへの提供サービスの拡充や「東京発プラットフォーム」への参画など新しいビ

ジネスやサービスの創出に資すると考え、同社の株式を取得することといたしました。

今後、当社グループは、お客さまが抱える広告宣伝やプロモーション、マーケティング分野の課題

解決を図り、企業価値向上やデジタル化の推進に貢献してまいります。

 

（３）企業結合日

2022年７月１日

 

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

（５）結合後企業の名称

変更ありません。

 

（６）取得した議決権比率

100％

 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したため。

 

２　四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2022年７月１日から2022年12月31日まで

 

３　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内容

取得の対価　　現金　　1,060百万円

――――――――――――――――――

取得原価　　　　　　　1,060百万円

 

４　主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　12百万円
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５　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

1,494百万円

 

（２）発生原因

被取得企業の取得原価が企業結合時の時価純資産額を上回ったため。

 

（３）償却方法及び償却期間

10年間で均等償却

 

６　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（１）資産の額

資産の部合計　　476百万円

 

（２）負債の額

負債の部合計　　910百万円

うち借用金　　　474百万円

 

７　取得原価の配分

当第３四半期連結会計期間末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時

価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基

づき暫定的な会計処理を行っております。

 

８　企業結合が四半期連結累計期間開始の日に完了したと仮定した場合の四半期連結累計期間の四半期連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（株式取得による子会社化）

当社の子会社である株式会社きらぼし銀行（以下「きらぼし銀行」といいます。）は、2022年７月29日開

催の取締役会において、エイチ・エス債権回収株式会社（以下「エイチ・エス債権回収」といいます。）の

株式の取得及び同社を子会社化することを決議し、2022年９月22日付で関係当局に届出を行い、2022年10月

３日付でエイチ・エス債権回収の株式を取得し、子会社といたしました。

 

１　企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：エイチ・エス債権回収株式会社

事業の内容：サービサー業

 

（２）企業結合を行った主な理由

きらぼし銀行では、新型コロナウイルス感染症の影響により過剰債務を抱える企業や経営環境が厳

しい企業など、経営困難な状態にある企業に対して、企業再建を図るための金融支援を継続して行っ

ております。そうした中、アフターコロナを見据え、更なる金融支援や債権管理業務等への対応強化

を目的として、エイチ・エス債権回収を子会社化し、サービサー業務に本格的に参入することといた

しました。

エイチ・エス債権回収は、2006年11月に設立された法務省認可のサービサー企業であり、東京、大

阪、福岡、熊本に拠点を有する全国展開している経験豊富な企業です。

同社が有する全国ネットワークや専門人材および蓄積されたノウハウを活用し、当社グループが有

する総合金融サービスの機能と融合することで、全国の地域企業および地域金融機関の課題解決に取

り組んでまいります。また、将来の人材育成やノウハウ蓄積にも取り組んでまいります。

今後も当社グループは、お客さまが抱えるさまざまな経営課題の解決に取り組むべくグループ機能

の拡充を図るとともに、地域経済と地域社会の持続的な発展に貢献してまいります。

 

（３）企業結合日

2022年10月３日

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得
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（５）結合後企業の名称

変更ありません。

 

（６）取得した議決権比率

100％

 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

きらぼし銀行が現金を対価として株式を取得したため。

 

２　四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2022年10月１日から2022年12月31日まで

 

３　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内容

取得の対価　　現金　　3,200百万円

――――――――――――――――――

取得原価　　　　　　　3,200百万円

 

４　主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　８百万円

 

５　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

1,724百万円

 

（２）発生原因

被取得企業の取得原価が企業結合時の時価純資産額を上回ったため。

 

（３）償却方法及び償却期間

10年間で均等償却

 

６　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（１）資産の額

資産の部合計　　6,965百万円

うち貸出金　　　6,087百万円

 

（２）負債の額

負債の部合計　　5,487百万円

うち借用金　　　4,900百万円

 

７　取得原価の配分

当第３四半期連結会計期間末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時

価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基

づき暫定的な会計処理を行っております。

 

８　企業結合が四半期連結累計期間開始の日に完了したと仮定した場合の四半期連結累計期間の四半期連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

      （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）２

調整額
（注）３

合計
銀行業 リース業 計

役務取引等収益 11,378 － 11,378 2,151 － 13,530

 預金・貸金業務 535 － 535 － － 535

 為替業務 2,489 － 2,489 － － 2,489

 証券関連業務 868 － 868 593 － 1,461

 代理業務 1,815 － 1,815 － － 1,815

 
保護預り・

貸金庫業務
216 － 216 － － 216

 保証業務 748 － 748 － － 748

 その他 4,703 － 4,703 1,558 － 6,262

信託報酬 245 － 245 － － 245

その他経常収益 1,932 9,099 11,032 277 － 11,310

 
うち、リース

関連業務
－ 8,619 8,619 － － 8,619

顧客との契約から

生じる収益
13,557 9,099 22,656 2,429 － 25,086

上記以外の経常収益 47,805 17 47,822 166 △638 47,350

外部顧客に対する

経常収益（注）１
61,362 9,116 70,479 2,596 △638 72,437

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンサルティングサービ

ス、コンピュータ関連サービス、情報提供サービス業及びクレジットカード業務等であります。

３．調整額は、パーチェス法による調整であります。
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当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

      （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）２

調整額
（注）３

合計
銀行業 リース業 計

役務取引等収益 11,534 － 11,534 2,578 － 14,112

 預金・貸金業務 567 － 567 － － 567

 為替業務 1,991 － 1,991 － － 1,991

 証券関連業務 784 － 784 784 － 1,568

 代理業務 2,045 － 2,045 － － 2,045

 
保護預り・

貸金庫業務
203 － 203 － － 203

 保証業務 658 － 658 － － 658

 その他 5,283 － 5,283 1,794 － 7,077

信託報酬 277 － 277 － － 277

その他経常収益 4,816 9,231 14,048 1,457 － 15,506

 
うち、リース

関連業務
－ 9,184 9,184 － － 9,184

顧客との契約から

生じる収益
16,628 9,231 25,859 4,036 － 29,896

上記以外の経常収益 61,596 26 61,622 261 △1,850 60,033

外部顧客に対する

経常収益（注）１
78,224 9,257 87,482 4,298 △1,850 89,930

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンサルティングサービ

ス、コンピュータ関連サービス、情報提供サービス業及びクレジットカード業務等であります。

３．調整額は、パーチェス法による調整であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日
　　至　2021年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年12月31日）

 （1）１株当たり四半期純利益 円 279.26 446.51

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 8,606 13,596

普通株主に帰属しない金額 百万円 125 126

うち優先配当額 百万円 125 126

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益
百万円 8,481 13,470

普通株式の期中平均株式数 千株 30,369 30,167

 （2）潜在株式調整後１株当たり四半期純

　　利益
円 140.36 250.71

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

調整額
百万円 125 126

うち優先配当額 百万円 125 126

普通株式増加数 千株 30,950 24,064

うち優先株式 千株 30,943 24,060

うち新株予約権 千株 6 4

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度

末から重要な変動があったものの概要

 ────── ──────

（注）　株主資本において自己株式として計上されている株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式は、１株当たり

四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。

前第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、控

除した当該自己株式の期中平均株式数は、89千株であります。

当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、控

除した当該自己株式の期中平均株式数は、281千株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

中間配当

2022年11月11日開催の取締役会において、第９期の中間配当につき次のとおり決議しました。

①普通配当

中間配当金額　　　　　　　　　1,598百万円

１株当たりの中間配当金　　　　　 52円50銭

②第１回第一種優先株式配当

中間配当金額　　　　　　　　　　 94百万円

１株当たりの中間配当金　　　　　126円00銭

③第二種優先株式配当

中間配当金額　　　　　　　　　　 32百万円

１株当たりの中間配当金　　　　　 16円00銭

 

（注）普通株式の配当金の総額には、株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金17百万円が

含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

   ２０２３年２月８日

    

株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ   

取 締 役 会　　御 中   

   

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

    

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小　澤　　裕　治

    

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 窪　寺　　　　信

    

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

東京きらぼしフィナンシャルグループの２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四

半期連結会計期間（２０２２年１０月１日から２０２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０２

２年４月１日から２０２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ及び連結子会

社の２０２２年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 

以　　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ(E30746)

四半期報告書

58/58


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストック・オプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

